
交付金事業

　太陽光発電設備設置事業について、概ね目標通りの削減効果が得られて
いるが、一層の削減効果の実現に向け努力を期待する。
　マイクロガスタービンコージェネレーションシステム設置事業については、効
果測定の方法等について更なる検討が必要である。

③経済活性化効果

　事業による節減額については、灯油や重油価格の推移や設備の使用状況
等により変化するものであり、その点も踏まえた検証が必要である。
　地域の多様な資源を活用する交付事業全体をつなぐ新エネルギー活用によ
る総合的な経済活性化戦略が望まれる。

④その他
　従来から環境条件の良い地域であるため、地域を挙げての取組は困難であ
ると思われるが、個人個人が積極的に取り組める仕組みの構築を期待する。

②環境保全効果
　　（二酸化炭素排出
　　削減効果等）

二酸化炭素排出削減効果

目 標 値 36.8 H16年度、H17年度事業分

実 績 値 18.9 H16年度、H17年度整備施設のH18年度稼働実績

（目標値・実績値単位：ｔ－ＣＯ２／年）

H17年度
(H17年度から交付金の交付対象となったまちづくり協議会の設立等に時間
を要し、事業未実施)

H18年度
　檮原町総合庁舎省エネ機器導入事業として、総合庁舎に高効率蛍光灯
器具、高効率氷蓄熱ビルマルチ型パッケージ空調等を設置。

２．評価・分析

①事業の特色・モデル性

　委託事業で各地域の節電状況の把握をするほか、交付金事業で高断熱・複
層ガラス等導入補助事業を行うなど省エネに係る取組を推進しているが、得ら
れた効果としてはあまり大きなものとはなっておらず、特色も少ない。
　個人住宅への導入効果は、住民のライフスタイルへの意識の高さと深く関連
しており、普及事業の内容と連動するよう再構築が必要。
　H18年度の交付金事業である町総合庁舎の徹底した省エネ対策を、省エネ
改修のモデルとして活用するとともに、従前の取組と併せ更なる普及啓発活
動等の展開を期待する。

備　　　考

H17年度 　普及啓発事業として、地域単位における節電コンテスト等を開催した。

H18年度 　普及啓発事業は実施していない。

H16年度 　マイクロガスタービンコージェネレーションシステム設置事業として、マイク
ロガスタービンコージェネレーションシステムを設置。
　太陽光発電設備設置事業として、太陽光発電施設を設置。
　風力・太陽光ハイブリッド発電設備設置事業として、風力・太陽光ハイブ
リッド発電設備を設置。
　高断熱・複層ガラス等導入補助として、一般住宅へ高断熱・複層ガラスを
導入。

まちづくり協議会名 　環境の里づくり推進員会

モ デ ル 事 業 名 　環境と共生のまちづくり事業

１．事業の実施状況

委託事業 H16年度 　普及啓発事業として、地域単位における節電コンテスト等を開催。また、
小学校の総合時間内で、自然エネルギーに係る環境学習等を実施した。
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